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1．はじめに

（1）問題の所在

　国際連合（United　Nations，以下UN）の発表による

と，世界の総人口の約2％程度にあたる約1億2000万人が

国籍国外で生活している．1）2％という数字を取り上げて，

「ほとんどの人は国籍国から移動しない」と主張する者も

あれば，「50人に1人は国籍国外で生活をしている」と逆

にその数の多さを強調する者もいる．しかし，統計には表

れない非合法移民や，2200万人以上いるといわれている国

内避難民，さらには季節労働者や短期の契約労働移民など

を含めると，2％という数字を過小評価すべきではない．

むしろ「グローバル・マイグレーションの時代」2）におい

ては，国際的統計には反映されない多種多様な人の流れが，

政治・社会・経済の分野の動きと緊密に連動し，ある地域

で人の国際的移動が増加すればその影響が即時に世界規模

で広がる．従来，人の国際的移動をめぐる諸問題は，国内

政治の政策領域の1つとして取り扱われてきた．しかし最

近では，国際機関や国家首脳を初めとして，防衛，安全保

障，対外関係などの分野に携わる省庁を巻き込んだ，国際政

治の重要事項の1つと見られるようになってきている．3）

　こういつた状況を受けて，移民圧力に対抗できる確固と

した国際的枠組み作りの模索が現在続けられている．国際

移住機関（lnterkational　Organisaもion　for　Migration，

以下10M）は，「人の国際的移動を規制するシステムが管

理不能に陥っているという認識から，移民や人の移動が批

判の対象となっている．その結果，秩序だった人の移動が

社会にもたらしうる有益性すらも脅かされつつある」4）と

現状を分析している．さらに10Mは，人の移動を阻害す

る障壁を制定することでは問題解決にはならないと指摘し，

「適切な制御対策を適宜実行することが，危機における突

発的な対応の！000倍も有意義であるとの認識の下で，世界

規模の戦略を設立する」必要駐を強調している．そこで

1997年には，「秩序だった人の移動のための新しい国際レ

ジーム　（New　lnternational　Regime　for　Orderly

Movements　of　People，以下NIROMP）プuジェクト」

が10Mを活動推進母体の1つとして立ち上げられた．5＞

また1980年代までは，10Mや国際労働機関（lnternational

Labour　Office，以下ILO）といった専門機関の存在を前

に発言の少なかったUNも，人権の国際的保護の推進と

の関連で，移民の権利保護に関する効果的な国際的枠組み

の確立を繰り返し主張するようになってきている．6＞

　では，現在形成されつつある人の国際的移動と移民の権

利保護に関する国際レジームが，実際に移民の権利保護に

繋がるのだろうか？また，誰が移民の権利保護の責任を最

終的に担うのが望ましいのか？このような設問をするのは，

以下のような現状を反映してのことである．まず第1に，

1990年の国連総会において採択された「あらゆる移民労働

者とその家族の権利保障に関する条約（lnternational

Convention　on　the　Protection　of　the　Rights　of　All

Migrant　Workers　and　Their　Families，以下ICMW）」

は，当初の予想では1，2年もすれば発効に必要な20ヶ国

の批准を集められるはずだった．7＞しかしながら2001年時

点でも！6ヶ国しか批准していない．結果的に，史上初の

「移民の権利の包括的及び普逓的法典」8）は，その効力を発

揮できないまま！0年以上が経過している．さらに，「子供

の権利条約」のような他の人権関連の国連条約と比べて，

ICMWの存在に対する各国の認知度はきわめて低い．9）第

2にもう一方で，「移民の密輸（the　trafficking　of

migrants）」や不法移民の防止・抑制といった，人の国際

的移動を抑制するための制度作りがここ数年急速に進んで

いる．例えば200！年には，人の密輸に関する2つの国連プ
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ロトコールが発表された．Io＞確かにその前文には，プロト

コールの目的の1つとして，「移民の人道的取り扱い及び

移民の権利の完全な保護を実現」が掲げられている．しか

し具体的内容としては，「各国が適切な手段をとる」と述

べられているに過ぎない．ω移民の密輸に関するプロトコー

ルは，国境を越えた犯罪取り締まりのための条約に付随し

ており，その焦点はあくまでも移民の密輸に繋がる人の移

動の抑制と，その目的達成のための国際的協調の促進であ

る．

　つまり，現在形成されつつある国際レジームには，人の

移動の抑制を目的とするレジーム（以下，規制・制限レジー

ム）と，移民の権利保護を目的とするレジーム（以下，権

利保諺iレジーム）の2種が存在すると考えられる．先述の

ように，規制・制限レジームの設立により，秩序だって管

理された人の移動が実現され，その結果，移民が非人道的

な扱いを受けることがなくなり，移民の権利保護iに繋がる

と説明されている．しかし実際は，移民の権利保護は規制・

制限レジームの確立を前提とした二義的なものに過ぎない．

従って，規制・制限レジームと平行して，移民の権利保護

レジームが存在しなければ，移民の権利保護状況は現在よ

りも悪化しかねない．そこで，移民の権利保護という潔的

達成のためには，国際レジームの形成という事実を取り上

げて，国際的規範の国内体制への取り込みを期待・評価す

るだけでは不十分である．そうではなく，現在形成されつ

つある国際レジームには，質的に異なる2種が存在してい

る点を認識して，レジームのそれぞれの具体的な中身を分

析する必要がある．12）ここでは，具体的に国際レジームの

現状を分析する前段階として，人権保護の進展及びグロー

バル・マイグレーションに関する先行研究において，移民

の権利保護がどのように扱われてきたかを検討しその問題

点を指摘する．次に，現在の移民政策は主に，2磁心また

は多国問協定ではなく，各国ベースでとりおこなわれてい

る．そこで，各国ベースで行われる移民政策の特徴を政策

手段及び政策主体の点から見なおすことで，現在形成され

つつある国際レジームが，人の移動をますます抑制する方

向にある点を明らかにする．続いて，権利保護レジームと

規制・制限レジーームの現状を概観した後で，今後の研究に

おける論点をいくつか指摘することでこの試論を締めくく

ることにする．

（2）語句の定義

　最：初に，本研究の対象である「移民」及び「国際レジー

ム」の語句の定義をしておきたい．ICMW成立以前から，

移民の権利保護のための国際条約として存在していた

ILOの条約においては，1949年の「移民労働者条約（改正）」

（97号）や1975年の「移民労働者（補足規定）」（143号）に
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見られるように，「移民労働者」の中には不法就労者やそ

の家族は含まれていない．i3）それに対しICMWよれば，

「移民労働者」とは「国籍国以外の国で報酬を受ける活動

に従事する予定の者，現在従事している者，または従事し

ていた経験を持つ者」を指す（2条）．このようにみれば，

「移民労働者」の申に不法就労者も含まれることになり，

これまでで最：も包括的な定義となっている．移民の権利保

護制度が必要なのは，移民それぞれが滞在国でおかれてい

る環境や条件が異なるため連帯を形成しにくく，集団とし

て自分達の政治・経済利益を要求することが困難なため，

さまざまな搾取や差別の対象になりやすいからである．中

でも「不法就労」や「非合法移民」というレッテルを貼ら

れた場合は，その「不法性」から基本的人権の保護を国内司

法の救済措置に求めることが難しくなる．　ltl＞従って，権利

保護の国際レジームを最も必要とするのは，「非合法移民」

もしくは「不法就労者」と呼ばれる人たちである．そこで

本研究においては，ICMWにおける「移民労働者」の定義

を採用する．

　次に，国際関係論の分野を代表する学者であるコヘイン

とナイは，「国際レジーム」を「（ある問題領域において）

行動を規制しその影響をコントロールする規則，規範，手

続きのネットワーク」と定義している．圭5）しかしながら，

人の移動に関する国際レジームにおいては，現在まだ，国

際的に受け入れられる規則，規範手続きの形成が模索さ

れ，多国電条約の制定・発効が進められている段階に過ぎ

ない．またあとで述べるように，移民の権利保護の分野で

は，世界的ネットワークをもって活動する，目立ったNGO

や市民団体が存在しなかったため，権利保護の国際レジー

ム構築がなかなか進まなかった．従ってここでは，コヘイ

ンとナイの定義をより限定的に捉え，「人の移動に関する

国際レジーム」として，「人の移動に関する領域において，

政府間交渉及びこの分野にかかわりのある国際機関を通じ

て，多国間主義アプローチの下で構築されつつある条約及

び取り決め」に焦点を当てることにする．また，本研究で

は国際レジームを取り上げるが，ヨーロッパ共同体

（Europea貧URion，以下EU）内にみられるような地域レ

ジームと国際レジームを2項対立的に取り扱うものではな

い．国際レジームと地域レジームは，むしろ相互補完的に

存在し発展していくものと考える．しかしながら，地域レ

ジームはその内容及び発展度が各地域によって大きく異な

ることと，グローバル・マイグレーションに対応するため

に，地域レジーム間の協調も視野に入れた包括的な国際レ

ジームの必要1生が高まっていることから，国際レジームの

分析に専念する．



人の国際的移動の管理と移民の権利保護に関する国際レジームーその萌芽的形成と問題点に関する試論

（3）先行研究のまとめ

　1945年発効の国連憲章の中で基本的人権が確認され，そ

の助長奨励についての国際協力の達成が宣言されてから，

現在までに多数の人権関連の国際条約が制定されてきた．

ドネリー（J．DORnelly）によれば，第2次世界大戦以降

に国連を翁忌として発展してきた国際入権レジームには，

「普遍的性」を目指すUNを中心としたレジームに加えて，

地域的レジームや単一領域レジームが存在する．16）女性の

権利や子供の権利といった単一領域レジームや，EU域内

でのみ適用される地域レジームは，UNレジームを支える

層を構城しており，国際人権レジームは全体として多層構

造を成している．世界人権宣言及び2つの国際人権規約で

は，人権の不可分性と普逓性を基に，「全ての人間」に対

する権利と自由の保障が定められている．しかしながら客

観的に見て，UNレジームは価値推進に関しては大きな役

割を果たしているが，実効的な行使が確保されているとは

いい難しい．従って，人権侵害や差別の対象になりやすい

集団に対しては，上記の3つの国際規約に加えて，それぞれ

個別に人権保護条約が制定されてきた．現在までに，！965

年には人種差別禁止条約，！979年には女子差別撤：廃条約，

1989年には子供の権利条約が発効している．！970年代頃か

ら，このような単一領域レジームの発展の一環として，人

の国際移動及び移民の権利に関するレジームの構築がUN

の場で議i論されるようになった．ただし1998年時点で，人

種差別禁止条約は151ヶ国，女子差別撤廃条約は162ヶ国，

子供の権利条約は19！ヶ国が当事国になっているのに対し，

先述のICMWの場合は，採択から10年以上経っても発効

のめどが立っていない．また，同じく個別的な入権保護体

制の必要が指摘されている先住民についても，国際的な保

護条約は制定されていない．人権侵害の状況が深刻な集団

問で，国際レジーム制定の度合いにこれほどの違いが存在

するのはどうしてだろうか？

　入権概念については，人権の普遍性，不可分性を強調す

る議論と，人権はそれぞれの時代や場所のコンテクストの

中で理解され社会的に構成されるとする2つの議論が存在

する．まず包括的枠組みを構築し，それでもまだ不十分な

領域についてはさらに個別の体制を作っていくという，第

2次世界大戦以降の国際的入権レジームの発展は，人権の

普遍性が前提となっている．しかし，人権概念の浸透の地

域的ばらつきや，「普遍的」人権論に内在する西欧偏重主義

を批判する意見は根強い．普遍主義的人権概念は幻想であ

り，国際的人権レジームの進展よりも，各国で行われている

人権保護のための実践活動の共通項を探し出し，手続き的

収敏を目指したほうが現実的であるとする意見もある．17）

ここで重要なのは，現実味のない人権レジームは，制定さ

れたとしても効果的に実施されえないという点である．つ

まり，ある人権レジームが推進し保護しようとする権利が，

その時代やその社会の価値規範と切り離されていれば，レ

ジームに実効性を期待することは出来ない．人権のこういつ

た「社会構成主義的」側面が，構築されやすいレジームと

そうでないレジーム，批准国の多いレジームとそうでない

レジームを決定していると考えられる．18＞つまり，入の国

際移動においては，主権国家の強い後押しの下，失業率や

犯罪率の上昇といった，移民がもたらすと想定されている

マイナス要素が強調されることから，規制・制限レジーム

の必要性が広く受け入れられることになる．それに対し移

民の権利保護レジームは，その設立を最も必要とする移民

が，国内社会では政治・経済的基盤をもっておらず，国際

的に見ても移民集団同士が国境を超えて連帯する兆しはな

い．その上，移民の権利保護i体制の構築を推進する国際的

NGOも存在しない．その結果，規制・制限レジームは各

国政府の協力を得て国際レジームとして設立・強化されて

いくが，それと呼応する形で本来必要なはずの移民の権利

保護レジームは，遅々として確立されないことになる．

　普遍的人権概念批判の1つとして，「アジア的人権」論

にみられるような，人権の定義や人権推進の手段に対する

地域主義者からの批判・挑戦が挙げられる．19）しかし，人

の国際移動は世界規模で起こっている現象であり，その影

響も世界大に広がっているため，地域レベルの枠組みだけ

では不十分である．地域レベルの枠組みに加えて，それら

を補完・強化するための国際的レジームが存在してこそ，

グローバル・マイグレーションに対応した移民の権利保護

が可能になる．近年，人の国際的移動と国家主権の関係に

ついては，国家の規制能力の弱体化や主権国家の枠を超え

た「トランスナショナル市民権」の出現を示唆する論者と，

主権国家は国際的レジームを利用することによって規制能

力を維持しているに過ぎず，また「トランスナショナル市

民権」は是正されるべき逸脱であると考える論者の間で議

論が繰り返されてきた．　20）前者のいわゆるトランスナショ

ナル派は，資本の国際化や人権思想の国際的重要性の向上，

輸送情報能力の発展を重視する．人の国際移動との関連で

は，外国人や移民の権利の漸進的向上に焦点を当て，主権

国家の領域性を基盤とした人権の保護体制から，人間であ

ること（personhood）そのものに由来する人権保護体制

への移行を予測している．　21）それに対し主権国家の不変性

を強調するナショナル派は，主権国家は国境管理の主要意

思決定機関であり，さらには主権国家こそが個人の権利擁

護のための実質的能力を所有していることは変わっていな

いと主張する．またこの議論は，移民の権利保護のために

は，国際レジームの設立よりも国内司法の果たす役割を重

視している．22｝

　両者の意見は，人の国際移動の管理や移民の権利保護に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　139



柄　谷　利恵子

関する決定権の所在をめぐる論争であり，国際レジームの

設立を否定するものではない．ただ，どちらの意見を取っ

ても，移民個人はグローバル・マイグレーションという現

象の中で翻弄されている存在に過ぎず，権利を要請する主

体とはみなされていない．しかし移民はそれぞれ，労働力

を提供する単なる「経済的存在物（economic　entity）」

ではなく，「社会的存在物（social　entity）」として，家族

もいれば権利も有している．従って，世界人権宣言の中で

明記されている，「あらゆる人間」に認められている基本

的人権は，当然のことながら移民も主張することができる

はずである．しかしながら，国内政治過程への参画には，

成員資格の基盤である国籍（または市民権）の保有が前提

である．外国人や永住権保持者の権利が向上してきている

とはいえ，その政治的権利は制限されているのが現状であ

る．従って，移民の取り扱いの向上が国内政治過程を通じ

て望めない場合は，国際レジームを通じた国内政治への働

きかけが，特に不法移民にとっては不可欠である．23＞ただ

現実には，国際的レジームの中で移民個人が直接的に権利

を主張する手段はない．先行研究においても，国内の政治

主体（例えばNGO）と国家（政府）の間の繋がりが切り

離されている場合，国内の政治主体が国家を迂回して国際

社会に賛同者を求め，外側から国家へ影響を行使するとい

う，「ブーメラン効果（boomerang　effect）」の分析がな

されてきた．24＞本研究では，移民の権利保護のための国際

的レジームの形成を通じて，国内の状況の改善を図る場合

は，ブーメラン効果の発信源が2種あると考える．まず第

1が，本来中立な立場にあると考えられている国際機関が，

送出国，中継国及び受入国間の駆け引きに左右されがちな

国際的レジームにおいて，移民の権利を代弁していくとい

う，上からのブーメラン効果である．第2が，国内レベル

で移民の権利保護のために活動するNGO同士の国際的連

携や，超国家的アドボカシー・ネットワークの可能性といっ

た，下から発信されるブーメラン効果である．この2方向

からのブーメラン効果の継続及び強化が，移民に対する規

制・制限レジームを抑制し，権利保護レジームを発展させ

る鍵となる．

2．人の国際的移動に関するレジーム

（1）1国ベースの移民政策及び政策主体の特徴

　先述のように，国際レジームからのインプットを重視す

るグローバル派に対して，ナショナル派は，移民政策を決

定するにあたり，国内法の存在や司法の果たす影響のほう

を重視している．その上でナショナル派は，国際レジーム

を利用することで，各国政府は逆に国内司法の監視の目か

ら逃れようとしていると批判を行っている，25）確かに！980

年代に入ると，それまでは政府が独占していた移民政策の

分野に，EUに代表されるような超国家機関や地方自治体

が関与してくるようになった．さらには，必要なビザを持っ

ていない乗客を輸送してきた旅客輸送会社に罰則規定を設

けることで，民間の企業があたかも移民管理官の仕事の一

環を担うような状況もうまれている．ナショナル派はこの

ような変化を，人権保護法のように国内に存在する人権保

護要因を迂回し，国家の管理能力を高めるための国家主導

の戦略であると分析している．

　「移民政策（lmmigratiOn　policy）」26＞は，労働，経済，

対外関係，社会保障といった多岐の分野にまたがっている

ため，複数の関係省庁間の交渉を必要とする．従って移民

政策の申身は，省庁間の水平的政策決定過程を通じて，政

府が独占的に決定してきた．1980年代以降は，このような

水平的政策決定の要素に加えて，①関係国間による多国間

協定や超国家機関による取り締まり，②地方自治体や市町

村団体への権限委譲，③航空会社などの民間企業の関与に

みられるような，上向き，下向き，外向きの3方向への垂

直的政策決定の要素が強まっているとの指摘がある．27＞

　3方向への政策権限の委託は，具体的には以下のような

形をとっている．まず，上向きの権限委譲が最も進察して

いるのはEU域内である．！985年忌シェンゲン条約が制定

されて以降，移民管理のヨーwッパ化（Europeanization

of　migration　control）に向けた動きが本格化した．28）そ

の後，！999年のアムステルダム条約の成立によって，2004

年までには，庇護希望者，難民，避難民に関する政策，域

内国境の撤廃のための政策，短期ビザに関する政策などに

ついてのEU共通政策が完成されることになっている．ま

たEUは，移民の送出国や経由国との政策協調も積極的に

進めている．例えば1994年には，不法移民の送出し国およ

び経由国が，送還されてきた移民を必ず受け入れることを

定めた，2国間及び多国間の「再入国協定（Readmission

policy）」についての共通条件の勧告が，　EU委員会によっ

て作成された．29＞北アフリカの旧仏領植民地やEU加盟申

請を行っている中・東欧諸国は，おおむねEUと再入国協

定を結んでいる．さらには近年，EU以外の地域でも，

NAFTA（北アメリカ自由貿易協定）やASEM（アジア

欧州会合）などを通じて，人の動きの国際的管理を穏的と

した多国間政策協調が急速に進んでいる．30）

　下向きの権限委譲は，移民の国内での取り締まり手段の

強化という形で，地方分権の発展と共に1980年代以降特に

顕著になった．　31）市民的自由の尊重という伝統から，国内

における移民取り締まりには消極的だった英国でも，地方

自治体を巻き込んだ形で，移民に対する入国後の管理体制

が強化されてきている．32）例えば現行法である1999年移民

及び庇護法（lmmigration　aAd　Asylum　Act　l999，以下
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99年法）では，移民目的による虚偽の結婚を防ぐために，

疑いがある場合は婚姻登録係が内務省に報告する法的義務

を負うことになった（Part　I）．また指紋押捺制度の対象

も，庇護希望者だけでなく入国書類の不備な者や不法滞在

者にまで拡大している（Part　VII）．現在審議中の2002年

国籍，移民及び庇護法案（Nationality，　Immigratio簸and

Asylum　Bill）では，本人の写真や住所などの情報を取り

込んだ電子カードを庇護希望者に携帯させることで，地方

自治体を取り込んだ移民の国内管理体制の更なる強化が図

られている．

　外向きの委譲の典型例は，①旅客輸送会社責任法

（Carriers　sanctionsまたは1iability　Act）と，②雇用

者に対する罰則の法制化である．旅客輸送会社責任法の下

では，航空会社や鉄道輸送会社が搭乗客が適切な旅券や入

国書類を保持しているかどうかを確認する義務をもち，違

反する乗客が発見されれば罰金を支払わなければならない．

英国では1987年に初めて旅客輸送会社責任法が制定された．

現行の99年法では，罰金額がそれまでの倍にあたる一人当

たり2000ポンドにまで引き上げられ，法律の適用範囲も，

船舶及び航空会社だけでなく，トラックなどの陸上運搬会

社を含むまでに拡大された（Part　II）．その結果，ヨーロッ

パ大陸からの積荷を運んでくる長距離トラックの荷台に隠

れて，英国へ入国しようとする不法移民が発見された場合

は，トラックの運転手が罰金を払わなければならないこと

になる．従って，トラックの運転手といった，本来は何の

法律上の権限ももたないはずの民間企業の一職員が，移民

審査官の役目を擬似的に果たさなければならない．現在，

EU諸国で旅客輸送会社責任法を制定していないのはアイ

ルランドのみである．また，外向きの委譲のもう1つの主

要手段である，不法移民の雇い主に対する罰則規定も，世

界的に強化傾向にある．ただし産業界の抵抗から，雇用主

罰則規定はあまり厳密に行使されず，形骸化している場合

も多い．

　ではどうして！980年代以降，人の国際的移動を管理する

にあたって，垂直的政策決定要素が拡大してきたのだろう

か？西欧先進諸国の場合，どのような形であれ「望まない

移民（unwanted　migrants）」の入国を許可してしまえば，

国内の人権保護体制の下では，政府が即時に強制退去を実

行することは困難である．33）従って，移民の規制・管理を

望む政府にとっては，入国前に移民の流入を食い止めるこ

とができる，送出国や経由国との政策協調や航空会社によ

るビザ・チェックといった，「リモート・コントロール政

策」の強化が望ましい．また入国後は，移民とB常的に接

している地方自治体に取り締まりを任せることで，移民を

直接的に管理できるうえに，厳しい規制が行われたとして

も，政府が非難を受けないですむ．さらに，多国間政策協

調においては，国内の政策決定過程と異なり，移民の立場

にたって権利保護を要求するNGOや市民団体を議論の場

から排除しやすい．以上の点から，移民政策の研究者の間

では，垂直的政策決定要素が拡大している最大の理由とし

て，移民規制を強化したい政府にとっては，移民政策の主

体が3方向に多層化することで，国内司法による縛りから

自由になれる点が強調されている．3‘1）

　確かに，国家がそれ以外の主体に権限を委譲することが，

国家の衰退に直接結びつくわけではない．また先述のよう

に，国際レジームの中で増加しているのが規制・管理レジー

ムであるという点からみても，少なくとも今のところは，上

向きの権限委譲が各国の規制能力の強化に繋がっていると

いえる．しかしながら，国家が絶えず国際レジームを自ら

の思うようにコントロールできると結論付けるには，国家

の目的と合致しない結果が生じた際に，一度委譲した権限

を再び国家が取り戻せるかどうかの研究が必要である．35）

さらに，後で述べるように，90年代に入ると移民の権利保

護レジームの強化に向けた動きが，国際機関やNGOネッ

トワークを通じて徐々に見られるようになってきている．

（2）国際レジームの現状一2種類レジーム

　（権利保護レジーム）

　移民の権利保護に関しては，！990年にICMWが採択さ

れる以前から，1LOによって複数の国際条約が制定され

ていた．先述のように，ILOは設立当初から，外国で働

く労働者の保護に取り組んできた．36）ただし保護の対象か

ら不法労働者が外されていることが人権保護論者によって

批判され続けてきた．また，ILO97号及び143号の批准国

が，41力国及び19力国とそれぞれ少ないことも問題視され

ている．ILOは1999年に，この2条約の現在における妥

当性に関する報告書を発表したが，新たな批准国の獲得に

は悲観的である．37＞ICMWは，　ILO条約よりも保護の対

象が広いことから，各国政府は批准に一層慎重である．そ

の結果現在のところ，移民流入を避けたい先進国の中で

ICMWを批准した国は1ヶ国もない．

　先述のように1970年代に入ると，それまでILOに任せ

られていた移民の権利保護について，UN総会の場でも表

立って議論されるようになる．ICMW草案の制定過程に

ついてはここでは詳しく触れないが，経済社会理事会の要

請を受けた少数民族の保護及び差別防止小委員会が，1973

年に移民労働者の権利を調査する特別代表を任命したのが

始まりである．38＞！975年には報告書が経済社会理事会に提

出され，その中で，王LO条約だけでは移民労働者の権利

が十分保護されているとはいえず，国連条約を新たに制定

することで，より広い適用範囲が期待できると結論付けら

れた．先行研究ではこれらの理由に加えて，途上国政府が
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ILOの場で移民労働者の権利を議論する事に不満をもっ

ていた点が指摘されている．具体的には，①ILO条約で

は，抑圧されている移民労働者の保護iよりも，そういった

移民労働者を生み出す，人の移動自体を削減することに力

点がおかれていると途上国政府が感じていたこと，②ILO

の場では，途上国政府は先進国政府だけでなく，雇用者側や

労働者側の代表とも折衝しなければならないこと，さらに，

③国連総会では途上国が過半数を占めていることが挙げら

れる．39＞確かに，これらの先行研究が指摘しているように，

ICMW成立の背景に先進国と途上国政府の対立や途上国

政府のILOに対する不信感が存在したことは明らかであ

る．しかし，そのことによって王CMWの意義を軽視した

り，ICMWの存在をILOの活動の妨げと評価したりする

のではなく，ILO条約と王CMWの相互補完性に焦点を当

てることで，今なお脆弱な移民の権利保護レジームの強化

を目指すべきであると本稿は考える．

　ICMW成立の最大の功績は，　ILO条約では取り上げら

れてこなかった不法労働者及びその家族にまで，保護の範

囲が広げられていることである．合法的移民の権利の保護

については，先述のようにILOがこれまでから複数の条

約を制定している．これらに加えてICMWは，労働分野

の権利だけでなく，経済，社会，文化的権利に関しても，

非合法移民を含めたあらゆる移民労働者と国民の問の平等

を要求している（第3部）．また合法移民については，非

合法移民に認められる権利に加えて，受入国の領域内での

移動の自由（39条）や団結権（40条）などが第4部によっ

て保証されている．ただし，既存のILO条約で定められ

ていた権利が，ICMWの成立によってかえって侵害され

ているという非難がある．中でも，移民の職業選択の権利

を定めた52条と，移民の社会保障権を定めた27条に批判が

集中している．40）この点に関していうと，ICMWの成立

によって既存のILO条約が否定されたわけではなく，両

者は並存しているのだから，段階的に権利の内容が向上し

ていけば何の問題もないはずである．繰り返しになるが，

ICMWとILO条約は決して対立関係にあるのではなく，

それぞれの協調関係を強化することで，移民の権利を一層

手厚く保護することが可能になる．

　ICMWの批准が遅々として進まないことは先に述べた

逓りである，しかしその結果，移民の権利保護のための国

境を超えたNGOネットワークの形成が促されるという，

予期せぬ結果も生まれている．結論から言えば，この国境

を越えたネットワークが今後どれだけ影響力をもつように

なるかによって，移民の規制・管理レジームに対抗できる

だけの，移民の権利保護レジームが確立するかどうかが決

定する．移民の権利に関しては，この問題に専念して活動

を行う国際機関及び国際的NGOの不在，移民の権利保護
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活動及び研究に向けられる資金不足，その結果としての研

究・資料蓄積の少なさなどが原因で，ICMWに対する認

知度は草案制定時から極めて低かった．そこで，移民の権

利に対する認識を高めるために，1994年にカイロで開催さ

れた国連人口開発会議の場で，移民の権利監視国際委員会

〈lnternationa！　Migrants　Rights　Watch　Committee，

現在は改名してMigrants　Rights　International，以下

MRI）が設立された．　MRIは国際的な人権団体，労働組

合，さらにNGOの協力の下で運営され，移民の権利の尊

重及び促進，ICMW批准・発効にむけての活動，移民団

体及びNGO活動の普及を目指している．　MRIは発足当

初から資金不足という問題を抱えながらも，UN総会や

UN人権委員会の場で移民の権利に関するアドボカシー活

動を行ってきた．その結果！998年には，ICMW発効に向

けたグローバル・キャンペーンが立ち上げられた．4！＞さら

に1999年には，3年を任期とした移民の権利に関する特別

代表が任命され，UN人権保護体制の一部として移民の権

利状態を監視しまた保護促進を可能にするメカニズム作り

が模索されている．1998年の初めから2000年末までの2年

間で，ICMWの批准国が9力国から15力国に増加したこ

とは，グローバル・キャンペーンの成果といえるだろう．

　ただし，移民の権利保護レジーム確立に向けた動きが近

年活発になってきているとはいえ，まだまだ萌芽的な段階

に過ぎない．例えば，移民の権利に関する特別代表が任命

された理由の1つであった，200！年開催の反人種主義，人

種差別撤廃世界会議は，IEI立った成果をあげることなく終

わってしまった．下からのアドボカシー活動の中心を担う

べき国際的NGOを見ても，その数も少なく規模も小さい．

先述のMRIにしても，その活動の大半が無報酬のボラン

ティアに任せられており，アムネスティ・インターナショ

ナルやヒューマンライト・ウォッチといった，他の国際的

人権NGOの活動と比べ明らかに規模が小さい．さらに，

人の国際的移動の分野に関わる国際機関を見ると，労働問

題はILO，難民や庇護希望者についてはUNH：CRが管轄

権を担っており，それ以外にも移民一般を対象とする王OM

や人の移動によって生じる人身問題を扱う国連人魚基金な

ど，複数の機関が並存している．以前から，移民の権利保

護iのためには，複数の国際機関が個別に活動を行うのでな

く，包括的な国際体制の確立の必要であると指摘されてき

た．　‘S2）移民の権利に関する特別代表は，国連人権高等弁務

官などとは違い，その下に永続的な組織があるわけではな

く，責任分野の限定された期限付きの任命である．従って，

複数の国際機関が何の調整もされないまま個別に活動を行

う結果，お互いの活動が重複したり，どの機関からも取り

上げられない分野が生まれたりするという問題は手付かず

のままである．43＞
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　（規制・管理レジーム）

　移民の受け入れ先となっている先進国では，近年特に移

民の規制・管理レジームの促進を積極的に支持する姿勢が

見受けられる．その理由として考えられるのが，経済のグ

ローバル化と国境を超えたテロリズムに対する国家安全保

障の強化の2つである．まず第1に，経済のグローバル化

にともなう国際的経済競争に勝ち抜くために，各国政府は

移民の選別をこれまで以上に厳格にし，経済的利益をもた

らさないと考えられる者に関しては，徹底的に入国を規制

しようとしている．1990年代に入り，北米及び西欧の先進

諸国の移民政策には，高度技能移民の積極的受け入れと，

未熟練移民及び庇護希望者の排除の強化といった2つの傾

向が顕著になってきている．具体的には，まず第1に，国

際的経済競争に勝ち抜くために，ハイテク産業，情報技術，

金融サービス分野などにおいて，情報及び輸送技術の発展

を利用した高度技能者獲得競争が世界規模で激化している．

こういつた産業分野では技術革新の速度が非常に早いため，

国内の人材育成能力だけに頼っていては十分な人員が確保

できない．従って「利益」をもたらす移民に対しては，各

国政府は入国管理及び就労・居住の条件を大幅に緩和し，

積極的な優遇措置を講じている．米国やカナダなどは，以

前から高度技能移民に対して特別枠を設け，積極的に勧誘

してきた．これらの国に加えて，これまでは海外からの技

術移民の導入に関心がなかった中国や日本でさえも，現在

では特定分野の高度技能者の受け入れを奨励するようになっ

ている．趣

　ただし経済のグローバル化は同時に，競争に参加できな

い者，もしくは敗者には厳しい試練をもたらす．つまり第

2に，各国政府が自国経済の「重荷」もしくは「負担」に

なるとみなす未熟練労働者や庇護希望者などに対しては，

今まで以上に厳しく入国が規制され，入国後も強制退去が

断行されるようになった．また必要とあれば，各国政府は

積極的に政策協調を行い，国際的取り締まり体制の強化が

目指されている．第2次世界大戦後，庇護希望者および難

民に対しては，1951年の難民条約及び1967年の難民の地位

に関する議定書を基盤とした，国際的保護i体制が整えられ

てきた．しかし1980年代以降，虚偽の庇護申請者の増加が

指摘されるようになり，その結果，庇護希望者と不法労働

者の区別を前提とした，従来の体制に疑問が呈せられるよ

うになる．さらに現在では，1951年条約の改正に向けた議

論さえ始まっている．45＞従来は，「難民に対する庇護の付

与は……国際協力無しに得ることが出来ない」46）との前提

があった．それが現在では，庇護希望者：経済移民と見る

傾向が強く，その結果，庇護i希望者と不法労働者が同一視

され，庇護希望者まで管理・規制の対象にされようとして

いる．　47）

　以上のような状況では，移民規制を支持する政治家や反

移民団体が，規制的な移民政策を国民に受け入れさせるた

めに，「移民」を「犯罪」，「失業」，「不法性」と結びつけ

るような宣伝活動を繰り返すことになる．ビゴ（D．Bigo）

は，「不法移民問題の脅威」の増大とは，政府高官を含め

た安全保障分野に携わる者によって，社会的に構築された

幻想に過ぎないと指摘している．48＞最近の研究から，移民

の犯罪率が必ずしも高いわけではないことや，移民の流入

が失業率を招くどころか経済成長率を引き上げていること

などがわかっている．　t19）それにもかかわらず，政治や経済

の不安定期には特に，移民の脅威が強調され規制的な政策

を支持する声が国民の問に高まる．国際レジームの方が規

制的な手段を行使しやすいとなれば，なおさら各国政府は

多国間協力を惜しまない．その結果，政府が国際的な規制・

制限レジームに参加することが奨励され，国内の場合とは

異なり司法の監視が存在しない国際レジームの場合，その

中身がより一層制限的なものになりがちである．

　国境を超えた犯罪の取り締まりの一環として，「人の密

輸」の規制に向けた国際的政策協調について本格的な議論

が，1990年代半ばから始まっている．先進諸国政府によれ

ば，真っ先に搾取の対象とされてしまうのが不法移民なの

だから，不法移民を生み出す国際的犯罪ネットワークの取

り締まりが，移民全般に対する搾取や権利侵害を無くすた

めに必要である．このような先進諸国の安全保障政策が，

国際的な移民規制・管理レジームを促進する第2の理由と

して挙げられる．移民圧力に対抗するための具体的な国際

的枠組み形成において，その目的として掲げられたのが，

人の移動を禁止するのでも無秩序で自由な移動を認めるの

でもなく，国際的枠組みを通じた「管理された開放性

（regulated　openfless）」5。）の原則の確立であった．つまり，

包括的な多国間アプローチがとられることで，人の移動に

おける秩序と予測性が高まり，その結果として不法移民の

移動が抑制されると同時に，合法的移民の権利が確保され

るという考えである．2001年に採択された「人の密輸」に

関する2つのUNプロトコールも，この考え方が基盤と

なっている．

　しかしこの考え方の問題点は，先述のように国際的政策

協調においては，規制の行き過ぎを取り締まるための国内

の司法機関に変わる組織が存在しないため，結果として達

成されるはずだった人権保護がなおざりになってしまうこ

とである．また，本来は不法移民そのものではなく，「人

の密輸」に関わる犯罪者の不法性を取り締まるはずだった

のが，移民規制を前提として移民の権利を保護するという

政策の下では，「移民」そのものに不法性のレッテルが貼

られてしまう可能性がある．ここで注意されるべきは，移

民の不法性は入国管理法上のものであるにもかかわらず，
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犯罪の増加やテロリズムの脅威といった刑法上の不法性と

混周されてしまうことである．51）従って，「管理された開放

性」の原則が成立するには，強力な人権保護レジームの存

在が不可欠である．にもかかわらず，昨年9月！！日のワー

ルドトレードセンター爆撃テロ以降特に，人の移動に対す

る規制が一一国レベルでもまた国際的にも強化され，国内の

安全保障の確保という名の下で移民の権利を主張すること

が極めて困難になっている．こういつた状況の申で，移民

の権利保護のための国際的NGOネットワークの活動が困

難となり，萌芽的段階のままで弱体化してしまうことが懸

念される．

3．まとめにかえて

　本研究においては，現在形成されつつある移民の権利に

関する国際レジームを，規制・制限レジームと権利保護レ

ジームの2種に分類した上で，規制・制限レジームは一国

レベルの移民政策よりも移民の権利に厳格になる可能性を

説明した．しかも，各国の移民政策の現状及び安全保障政

策の強化から，規制・制限レジームは今後もますます強化

されていくと予想できる．それに対し，権利保護レジーム

の形成は著しく遅れていたが，1CMWの批准運動を通じ

て，90年代後半以降やっと国際的NGOネットワークとい

う形で表れつつあることも述べた．受け入れ社会での政治

的立場の弱い移民にとって，国際的な権利保護レジームの

存在は，受入国政府への働きかけという点からも，また国

際的規制・制限レジームに対抗するという点からも絶対必

要である．ただし規制・制限レジームと比べて，権利保護

レジームの形成に対する各国政府のインセンティブは低い．

そこで，国際機関を通じた上からのブーメラン効果と

NGOネットワークを通じた下からのブーメラン効果の働

きかけが，権利保護レジームの発展には不可欠となる．ま

た，国籍国外に居住する移民にとっては，この2方向のブー

メラン効果を利用することによってのみ，自らの権利を主

張する国際社会における政治主体となりえる．

　今後の課題としては，90年代後半に国連及びEUによっ

て締結された入の密輸に関する国際的取り決めが，規制・

制限レジームの拡大を促進すると同時に，移民の権利保護i

レジームの妨げとなっている状況を検討したい．移民の権

利保護レジームの中からは，その中核を担うとの期待から

設立されたICMWの中身の分析及び，90年代中旬から始

まるICMWの批准推進活動についての研究を行うつもり

である．そうすることで，これまで弱いとされていた，移

民の権利保護に向けての国境を超えたNGO活動の浸透性

及び定着度を検討していく．というのも，本論の中で検討

したように，移民に対する規制・制限レジームは今後も発

展していくことが予想され，その中身は必然的に国内政策

以上に移民の権利に規制的なものになる．従って，国内司

法機関に匹敵するような，移民の権利保護iの代弁者が国際

社会にも求められている．そのような役目を担いうるのが，

国境を越えたNGOの活動であり，またIOMやILOに代

表される国際機関である．移民の権利を保護するためには，

トランスナショナル派とナショナル派の論争に見られるよ

うな，形成途上にあるトランスナショナル市民権の有無を

議論する前に，トランスナショナル市民権的考え方を支え

うる制度の可能性を検討する必要がある．まずそのような

制度を確立することによってこそ，移民の権利の保護，さ

らには国境を越えた人権の保護に繋がると考える．
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